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電機産業における競争形態の研究（その１）

　　　　　　　　　電機産業研究の現状
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は　じ　め　に

　いままて，独占間競争についてはさまさまな角度から研究か行われてきた 。

例えは，独占価格の設定方法，設備投資をめくる行動様式，多事業部門化をめ

ぐる企業戦略，多国籍企業化等をめぐっ て， 多くの理論化の試みが行われると

ともに，他方では，企業研究，業界研究といった独占資本の実態把握の努力が

繰り広げられてきた 。

　筆者はかねてより資本主義の危機について考察を進めてきたか，その際に問

題になるのは，独占資本主義の最大の担い手である独占資本間の競争の形態て

ある。１９３０年代には当時の各国独占資本の構造に規定された３０年代独特の競争

形態があり ，あの大不況を引き起こしたが，玩在では独占資本の構造も当時と
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は異な ったものに変化しており ，その結果，競争の形態も当時とは異な ったも

のにな っている。そしてこのことが資本主義の矛盾の発現形態を規定し，変化

させるのは当然であろう 。

　独占資本間の競争は多様な手段て行われるが，終極の目漂は最大限の利潤の

獲得であり ，そのための最重要目漂は国内および世界市場における市場 シェ ア

の獲得であ って，独占資本の各種の行動はこの目標に規定されているはずであ

る。

　この小論では，現代の産業の中でもとりわけ重要な位置を占める電機産業を

例にとり ，各独占企業かとのように市場分割の競争を行ってきたかを分析する 。

　もとより ，電機産業については，今までに多くの研究がなされており ，その

貴重な成果を尊重しなけれぼならない。この小論では，まず，今までのこの分

野での研究の到達点を整理して，今後の課題を明らかにする 。

第一章　電機産業研究の概況

　表１は，大阪市立大学経済研究所編の「経済学文献月報」をもとに，わか国

におげる電機産業研究の現状を分かりやすく示すために筆者が作成したもので

ある。この原資料は同研究所に集められた限りでの文献をもとに作成されてい

るため，わが国で公表されたすべての論文を含むものではないが，おおよその

研究動向を把握するには有効なものであると思われる。この表から ，１９６０年以

降５年おきに，製品別に分類した各テーマごとの論文数とその掲載誌を見るこ

とによっ て， それぞれの時期の研究の重点の変化を読みとることがでぎる。こ

の中には，「機械工業」のように，必ずしも電機産業とも言い切れないものも

含まれているが，関連周辺部分としてピ ックア ップしておいた 。

　まず，研究動向の時期的変化について見てみると ，１９６０年頃は重電関係およ

び機械工業が主要なテーマにな っていたのか，７０年代になると重電関係は後退

し，エレクトロニクス関係と家電に研究の重点が移動する 。８０年代以降はこの
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傾向にいっそうの拍車がかかり ，とりわけ最近の５年間ではエレクトロニクス

関係への研究の重点の移動かいちじるしく ，比較的よく取り上げられる家電関

係をもはるかに引きはなしている。このような特徴をもう少しくわしく見てみ

よう 。

　１９６０年度には，電機産業関係の論文として筆者は３１本の論文をピ ックア ップ

したが，そのうち１１本は機械工業を扱った論文であり ，残り２０本が純粋の電機

産業関係の論文である。このうち９本（４５％）が重電関係の論文であり ，とり

わけ６本は原子力を取り上げている。他方，エレクトロニクス関係についても

８本の論文か執筆されており ，最近のこの分野での研究の発展の明牙を見るこ

とができるが，まだ本格的な研究は着手されていない。ちなみに，家電関係の

論文も見られない 。

　この時期には，そもそも電機産業は主要な研究対象にはな っておらず，年間

の論文数で見れば，繊維産業の６３本が圧倒的に多く ，次いで鉄鋼業の４２本，化

学（含む，石油化学７本，肥料７本）の３８本に比べて，それほど多くはない 。

　また，各論文の掲載誌を見ると ，純粋の電気産業関係の２０本の論文は，大学

の『紀要』への発表は見られず，業界専門誌や銀行等民間企業の調査誌がほと

んどである。この傾向は６０年代を通してほぽ同じである 。

　７０年代になると ，重電関係の論文はいちじるしく減少し，代わって家電関係 ，

エレクトロニクス関係の論文が増加する 。７０年度におげる重電関係の論文は１

本にすぎないが，家電関係３本，エレクトロニクス関係５本である。しかし ，

年間を通しての論文数は１２本とそれほと多くない。掲載誌も１２本のうち，６本

が大学等の学術誌であり ，大学での研究対象としてこの業界が注目され始めた

ことが分かるであろう 。注目されるのは，コ１／ピ ューター関係の論文が発表さ

れ始めたことである 。

　８０年代にはいると ，エレクトロニクス関係の論文が急増する 。８０年度では ，

機械工業を除いた３２本の電気産業関係の論文のうち，１６本（５０％）がエレクト

ロニクス関係の論文であり ，次いで，家電関係が９本（２８％）を占めている 。

大学関係学術誌への発表も３２本中１３本（４１％）と ，この業界か大学における研
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表１　電機産業

１９６０．４～６１ ．３

　文　数

１９６５．４～６６．３

　文　数

１９７０．４－７１ ．３

　文　数

論文数

論文合計 学単術行誌本 機民関間誌調等査 論文合計 学単術行誌本 機民関間誌調等査 論文合計 学単術行誌本

’アーマ

機民関間誌調等査

半　導　体 １ １

電子部品
コソピ ューター ２ ２

情報 ・通信機 ２ ２

エレクトロニクス産業 ７ ４ ３ １ １ １ １

半導体製造装置

電　　　線 １ １
重電

原　　子　　力 ６ ２ ４ １ １

重　電　機 ２ ２ １ １

各種家電製品 １ １家電

家電産業 ２ １ １

電気機械 ・電機産業 ３ １ ２ １ １ ２ ２全体

機械工業
１１ ２ ５ ４ ３ １ ２

個別企業
その他

その他（下請け，労組等） １ １

合　　　計
３１ ２ １２ １７ ６ ２ ２ ２ １２ ６ ５ １

注¢　「単行本 ・学術誌」には，単行本および大学の「紀要」等の学術誌を，「一般商業誌」には，市販の一般商業

　　調査機関の調査肌を，分類した 。

（２）大阪市立大学経済研究所編ｒ経済学文献月報」（［経済評論』収録）よりｆ乍成 。

究対象として定着してきたことか分かるであろう 。特筆すへき点は，半導体関

係の論文が７本（２２％）も発表されていることであり ，その後，この分野への

研究の片寄りは８０年代を通じていっそう強まる傾向にある。　最近５年間の研

究動向は，８０年代初頭とほぽ同様であるが，家電関係の比重が低下し，エレク

トロニクス関係への集中かいっそう顕著にな っている。機械工業を除いた電気

産業関係論文の年間平均論文数４１０本のうち，１７４本（４２％）かエレクトロニ

クス関係の論文であり ，とりわけ半導体関係か８６本（２１％）を占めている 。

これに比べて，重電関係を取り扱った文献はごく少数の限られたものでしかな
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１９７５．４－７６．３

　文　数

１９８０．４～８１ ．３

　文　数

１９８６．４～９１ ．３

　文　数
１９８６～９０年度

間平均論文数

論文合計 学単術行誌本
　一商般業誌

機民関間誌調等査 論文合計 学単術行誌本
　一商般業誌

機民関間誌調等査 論文合計 学単術行誌本
　一商般業誌

機民関間誌調等査 論文合計 学単術行誌本
　一商般業誌

機民関間誌調等査

７ ２ ５ ４３ ２３ ６ １４ ８． ６ ４． ６
１．

２ ２． ８

１ １ ９ １ ８
１．

８ ０． ２
１．

６

１ １ ３ ３ ９ ５ １ ３
１．

８
１．

０ ０． ２ ０．
６

３ ２ １ ３ ３ ０． ６ ０． ６

２ ２ １６ ８ １ ７ ３． ２
１．

６ ０． ２
１．

４

７ １ ６
１．

４ ０．
２

１．

２

２ ２ ０． ４ ０． ４

２ １ １ ２ ２ ２ ２ ０．
４ ０． ４

１ １ ０． ２ ０， ２

６ ２ ４ １６ １２ １ ３ ３． ２ ２．
４ Ｏ． ２ ０． ６

１ １ ３ １ ２ ６ ２ ４
１．

２ Ｏ． ４ ０．
８

１ １ ２ ２ ４１ ２６ ２ １３ ８． ２ ５． ２ ０． ４ ２． ６

１ １ ６ ３ １ ２ １４ ８ １ ５ ２． ８
１．

６ ０． ２
１．

０

２ ２ ３５ ３３ １ １ ７． Ｏ ６． ６ ０． ２ ０． ２

１ １ １ １ １ １ ０． ２ ０， ２

７ １ ３ ３ ３８ １６ ５ １７ ２０５ １２５ １３ ６７ ４１ ．０ ２５ ．０ ２， ６ １３ ．４

誌（例えぱ，『エコノミスト」等）を，「民間調査機関誌」には，銀行等の民間企業や業界団体，政府系

い。 なお，この表では複数の領域を取り扱った文献は「電気機械 ・電機産業」

の欄に分類 ・整理したが，その多くはエレクトロニクス関係を取り扱っており ，

この分野への研究の集中は上の数字をはるかに超えるものであ って，その比率

はむしろ１００％から重電機，家電関係の文献の比率を差し引きしたものと考え

た方がより実態に近いものといえよう 。

　また，８０年代の初頭以降，個別企業を取り扱った論文もいくつか発表されて

いるが，この場合にも ，取り上げられる企業の片寄り（例えば，ＩＢＭ，ＧＥ，日

立， 日本電気，松下等）が見られ，業界全体を広くカヴ ァーしたような研究状況
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にはな っていない 。

　最近５年間ては，大学におけるこの業界の研究もかなり進展し，公表論文の

多くか大学の「紀要」等の学術誌に掲載されたものである。業界研究の　般的

傾向としては，まず銀行等の民間調査機関の研究か先行し，大学における研究

は後追い的に発展するが，この傾向はこの業界についても同様であ った 。

　以上のような研究動向の状況から，次のことが読み取れる。まず第一に，研

究テーマが，その時々の企業間競争の主要な部面にな っている分野に集中する

傾向である。６０年代初頭の重電関係から，家電，そしてエレクトロニクス関係

（とりわけ，半導体）へという主要なテーマの推移はこのことを如実にものがた

っている。第二に，上に述べたことの裏返しとして言えることであるが，競争

が　段落して市場分割かほぽ完了したような分野については，あまり研究され

ないまま残されているという点であり ，このことが研究のあり方として問題を

はらむように思われるのてある。第二に，同じような傾向か企業研究について

も当てはまり ，良く取り上げられる企業と ，あまり言及されない企業との差が

大きいことも ，研究のあり方としては問題であろう 。第四に，各論文の内容に

及ぶことがらではあるが，日本とアメリカについてはよく言及されるが，ヨー

ロッパについてはあまり研究されていない点である 。

　このような研究状況は，この産業分野におげる全体的な世界市場分割の現状

を見えにくくし，ひいては企業行動の理解にも限界をもたらす懸念を抱かせる

ものである 。

第二章　各分野ごとの研究状況

　第一節　エレクトロニクス関係分野の研究

　「エレクトロニクス関係」とは，広い意味では電機産業全体が電子の運動に

依拠しているので，はなはだその領域を確定しにくい言葉ではあるが，ここで

は， 電子の運動を運動エネルギーや熱エネルギーとして利用するのではなく ，
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「信号伝達のエネルギーとして利用する分野」とでも規定することにしよう 。

真空管，半導体とその応用分野の製品群（ラジオ，テレビ，通信機器，レーダー

電子顕微鏡，計測機器，医療機器，コソピ ューター等）から成り立っている分野で

ある。第一章でも述べたように，この分野の研究はきわめて多くの文献が見受

けられる。しかし，その内容を詳しくみると ，これらの研究のほとんどは，半

導体とコソピ ューター それにテレビ，ＶＴＲに集中しており ，通信機器や

レーダー 電子顕微鏡，計測機器，医療機器といった分野についてはほとんど

言及されていないのが実状である。特定の分野が良く取り上げられる理由は ，

その分野が急成長を遂げつつあることと ，貿易摩擦として最も世間の注目を浴

びる機会が多いことであろう 。ここでは最も注目を浴びている半導体，コソピ

ューターこ的を絞って，現在の研究の到達点を整理しておくことにする 。

　（１）半導体についての研究

　この分野は最も研究の進んだ分野てあり ，生産技術の問題，工場配置等の生

産体制の問題，各国企業の得意とする製品分野と生産量の推移，提携を含む業

界再編の問題等，論じなけれはならない諸問題かほぽまんへんなく検討されて

いるといって良い状態にある 。

　この分野ての競争状態をこく大まかに図式化すれは，日米企業間の競争を中

軸にして，西 ヨーロヅハ企業と韓国企業か後発クループとしてそれに挑戦して

いる図式を描くことかてきる。したか って，研究の重点も日米企業間の競争の

推移に焦点が絞られた形で推移してきている 。

　まず第一に，競争手段として注目されている要因を整理しよう 。

イ）研究開発資金の問題

　玩在の半導体の主力はＬＳＩであるが，その集積度が上昇するにつれて多額

の研究開発費用か先行投資として必要となり ，その負担をめくっ て， 半導体専

業企業では負担が苦しくなるのに反して，他の製品分野を抱えた総合型企業で

は他部門も含めた総合力で負担か可能になるので，競争上有利に作用し，この

ことが総合型企業が多い日本企業に有利に作用している点が指摘されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２５）



　８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

口）生産技術の問題

　資本主義的競争の主要な競争手段は価格競争てあるが，ＬＳＩの場合には生産

過程における製品の歩留まり率が コストに大きく影響し，この点で日本企業の

管理能力が優れていることが指摘されている 。

　さらに，集積度の上昇にともな って，より良質のウヱハーの調達が必要にな

るが，この点でも日本企業がアメリカのウェハー供給大手１０杜中の８杜を買収

したこと ，ステ ッパー（縮小露光装置）でも日本企業が優秀な技術を持 ってい

ることが指摘されている 。（例えば，参考文献Ｎｏ．２参照）

ハ）販路の問題

　大量生産のＬＳＩを，とりわけ開発当初の比較的高 コストの時期に，どのよ

うに売りさばくかという点についても ，総合型企業の杜内需要の有利さが指摘

されている。この場合，ただ単に製品の引き取り手が存在するというだけでな

く， その引き渡し価格についても内販部分を相対的に高くすることによっ て，

外販部分の価格切り下げが可能になることが指摘されている 。

二）国家機構の動員

　この分野では当初の研究開発のために，多額の資金と組織的研究を必要とす

るところから，アメリカでも日本でも ，そして西 ヨーロッパや韓国でも ，政府

に対して技術開発支援政策をとらせたことが説明されている。これは，アメリ

カでは当初は軍需や千宙開発のための発注として実施され，このことか，アメ

リカ企業の生産技術上の片寄りを生み，それか後に日本等の「量産型技術」に

遅れをとる要因として作用したことも指摘されている 。

　もう一つの国家機構動員の方法は，直接投資に対する規制（日本）や，貿易

規制（例えば，アメリカの主張による日米半導体協定の締結）であり ，さらには国

防を名目にした外資に対する企業買収の規制（アメリカ）もこの種の性格のも

のであろう 。

　第二に，上のような競争の諸手段を用いて，各国企業が繰り広げてきた競争

の軌跡と現在の状況についての研究である 。

　きわめてハイスピードで状況が変化するこの業界の研究において，競争の帰
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趨の大筋をきわめて的確に把握した論文として，中西一正氏の両論文 ・参考文

献目録Ｎｏ２８）「半導体産業におげる国際寡占的構造とその基礎」（『立命館経営

学』２７－１ ，’８８６），文献Ｎｏ３１）「先端基盤産業の構造変化と国際的再編」（『立命館

経営学』２６－５，’８８．２）をあげることができる。この両論文で整理されたことが

らを筆者流に要約すると以下のようになるであろう 。

¢　ＩＣ生産は１９６０年アメリカのＴＩ，ＷＥ杜に始まるが，６０年代前半に急速に

　拡大し，６５年には３０杜を超えるアメリカ企業が約８千万ドルにのぽる生産額

　を達成する。６０年代後半には日本，西 ヨーロッパ企業が参入し，ＩＣ生産に

　おける現在の三極構造ができあがる。アメリカに多くみられる専業型半導体

　企業と違って，総合型企業である日本企業がその特性を生かして急速にアメ

　リヵ企業を追いかけ，量産効果の大きい汎用標準品（ＤＲＡＭ等）で大きくシ

　ヱ アを伸ぱしている 。

　　急速な技術進歩にともなう最低必要資本量の増大は，専業型企業の地位を

　不安定にし，それらの企業はＡＳＩＣ等の特殊製品への特化や，場合によっ

　ては買収の対象になる等，世界市場での主要な競争者の地位からは後退して

　いる。これに反して，フィリッ プス，ノーメノス ，ＧＥ，ＷＨ，ＩＢＭ等によ

　る買収等の再編を通じて，総合型巨大電機独占企業への垂直的統合化が進行

　し，ハイマーか指摘した国際寡占的市場占拠率争いと結託という国際寡占的

　構造に向かうものと思われる 。

　以上か中西論文か指摘した要点てある。そこて問題となるのは，製品別 ・地

域別の世界市場でのシ ェアの推移と ，買収 ・提携等による企業間の再編の具体

的進行の問題てある 。

　再編の問題に焦点を当てた論文としては，文献Ｎｏ．３５）榎本里司「日米半導

体摩擦と半導体産業の国際的再編」（『証券経済』１６０，’８７．６）をあげることがで

きる。この論文ては，日米半導体協定と日米企業間の各種の提携関係を分析し

て， 日米資本による世界市場の共同制覇という性格に変化したこと ，競争の対

抗軸か日米企業間対抗から，両国の上位企業と下位企業間の対抗へと変化した

ことが述べられている 。
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　半導体分野についていえば，西 ヨーロッパ企業の力が相対的に弱いために ，

ともすれば西 ヨーロッパ企業の分析が弱くなるが，この点を視野に入れること

は重要である。先の中西論文ではこの点も視野におさめられていたが，西 ヨー

ロッパ市場，西 ヨーロッパ企業の動向を比較的よく取り上げた文献は，Ｎｏ． ６５）

法政大学比較経済研究所『日本電子産業の海外進出』（ ’８７ ．３，法政大学出版局）

である。西 ヨーロッパについては，日米企業の進出という側面と西 ヨーロッパ

企業によるアメリカ企業の買収，日本企業との提携という側面からの分析が必

要であるが，この点ではよりいっそうの検討が必要であろう 。

　（２）コソピ ューターについての研究

　コ！ピ ューター をめくる競争は，いち早く世界市場を席巻したＩＢＭに対し

て， 後発企業が挑戦し，巻き返すというパターンをとっ て進行した。したが っ

て， この分野についての研究もＩＢＭ研究を軸として進展したといっても良い 。

個別企業についてみても ，参考文献目録で分かるように，ＩＢＭをテーマとし

た文献がきわめて多い 。

　ＩＢＭの世界市場の独占的支配システムの研究としては，文献Ｎｏ．１８１）坂本

和一『ＩＢＭ　　事業展開と組織改革』（ ’８５１１，ミ 不ルゥァ 書房）か詳しい。こ

の文献においては，同杜の仕向地別の製品管理と ，現地子会杜を含む管理体制

の再編 ・変遷が詳しく説明されている 。

　問題は，このガリバー型独占企業ＩＢＭに挑戦する側の企業の研究である 。

例えぼ，文献Ｎｏ．１８９）岩淵明男『超エクセレントカンパ ニー・ ＤＥＣ』（
’８５ ．１

，

ＴＢＳブリタニヵ）を見ると ，ＤＥＣ杜がＩＢＭ杜の主力製品のメイソフレームに

正面から挑戦するのではなく ，ＩＢＭの盲点にな っていたミニコノピ ューター

分野から侵食を始め，コノピ ューターの体系を変えることにより ，今では立派

な挑戦者に成長したことが説明されている。今ではＩＢＭも メインフレーム 以

外の分野にも力を入れているが，ミニコンやパソコンという ，いわば迂回経路

から挑戦する方法は，ＩＢＭの牙城を切り崩す作戦として多くの企業がとっ た

作戦でもあ った 。
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　ＩＢＭの牙城に迫るもう一つの方法は互換機作戦であ ったが，これに対して

ＩＢＭはソフトゥェ ァを含むシステム管理で対抗しようとしてきた 。

　現在の コソピ ューター産業の状態は，例えば，文献Ｎｏ． ６１）「新たな時代を

迎える世界の コノピ ューター 産業」（『調査［三菱銀１』４０７，’８９４）て概略把握す

ることができる。この論文では，コンピ ューターの種類カミ多様化し，各企業 ，

とりわけＩＢＭ以外の後発企業は，それぞれ得意とする分野で市場を獲得しな

がら競争を繰り広げていること ，ＩＢＭに比べて中小型機メーカーの伸長が著

しいことなどが示されるとともに，オベレーション ・システム（ＯＳ）が各機

種の利用上の制約条件を規定することから，ＯＳが競争上の有力な手段として

注目されていることが説明されている 。

　コソピ ューター をめぐる競争においては，ＩＢＭのシ ェァが低下し，日本企

業のシ ヱア上昇が著しいものの，第二位以下の競争状態はまだ混沌としており ，

半導体の場合のようなｒ大手集中傾向」という評価はまだでていない 。

　エレクトロニクス関係の研究については冒頭で紹介したように非常に多くの

文献が公表されている。しかしその多くは競争の現状の断片を示すにとどまっ

ており ，この領域におげる競争の帰趨の基本的な動向を示すにはいたっていな

いようにも思われる。その理由の一つとして，この領域が新しい分野であり ，

新たな参入者も含めてかなりの数にのぽる企業の間で混沌とした競争が繰り広

げられていることを指摘することができよう 。長期的にみた場合には，最終製

品メーカーを軸にした垂直的統合化傾向か考えられるか，その意味では，現在 ，

コソピ ューターてはあまり名をなしていないものの，ＧＥ，ＷＨ，ノーメノス ，

フィリッ プス，松下電器といった巨大企業の動向は，ＩＢＭその他の現在の大

手コノピ ューターメーカーの動向とともに注目しなければならないであろう 。

なぜなら，これらの巨大企業はＭ＆Ａ作戦によって，ある日突如として競争者

として登場する可能性を秘めているからである 。

　その意味で，現在の企業間競争の市場分割と買収 ・提携等の再編の動向につ

いてつぶさな監察が必要なように思われる 。
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　第二節　重電機分野の研究

　重電機分野についての研究は極端に少ない。このような状況の中で，文献

Ｎｏ．９２）「新たな競合段階を迎える世界の重電産業」（『調査［三菱銀１』４１８，’９０

３）は貴重な文献である。この中で紹介されている最近の重電業界の状況は以

下のようなものである 。

　第一に，重電産業の特徴として，イ）メーカーとユー ザーの結びつきが強く ，

新規参入がきわめて困難，口）高度な技術と熟練技術者が必要，ハ）生産設備

への初期投資が大きい，二）電力分野への依存が大きい，などがあげられてい

る。

　第二に，市場の状況としては，イ）先進諸国での電力関係設備への投資は頭

打ち状況にある，口）最近の情報化 ・システム化の動きにともな って，発電所

等の施設一式を集中管理する コ１／ピ ューター管理システム やＦＡ機器等の

“新”重電機器の需要が増大する，ハ）中近東諸国の需要増は見込めないもの

の， 東南アノア諸国ての電力需要の増大か見込める 。

　第二に、このような状況のもとて，今まで，地場産業的で過当競争や貿易摩

擦とは無縁の存在であ ったこの業界にも ，再編の動きがでている。例えぽ ，

１９８７年のアセア（スウヱー デソ）とブラウノ ・ボベリ（スイス）の合併によるア

セア ・ブラウソ ・ボベリ（ＡＢＢ）の誕生と ，さらに，同杜による米 コソバスチ

ョノ ・エ１ソニァリノクの買収，等により ，欧米の重電業界は，ＧＥ，ＷＨ ，

！一メノス ，ＡＢＢ，ＣＥＧＥＬＥＣ（仏ＣＧＥの子会杜アルストムと ，英ＧＥＣの重電

部門の合併［
’８８，１２１による新会杜，本杜オランダ）の５大 メーカー に統合された 。

これらの欧米 メーカーは東南アソアの重電メーカーとの提携を通じて，同地域

へ進出をはかるとともに，目本企業との提携も強めている 。

　第四に，これに対して日本企業は円高で輸出競争力を低下させており ，需要

の伸ぴか見込まれる東南アノア諸副こついては，比較的小型の機器類について

現地生産化を進めるであろう 。いずれにしても ，新市場（東南アジア），新分野

（“新” 重電）をめくっ て国境を越えた競争か激化するてあろう 。

　以上かこの論文の要旨てあるか，世界の大手重電企業別のこの部門の売上高
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も示されており ，大変有益な論文てある 。

　実のところ，この論文でも「地場産業」等の表玩でやんわりといわれている

のであるが，この業界の競争については国際カルテルの影がつきまとっ てきた 。

そのあたりのいきさつについては，文献Ｎｏ．１５４）吉田正樹「アメリカおよび

ドイツ電機産業におけるカルテル形成とその国際化について」（『三田商学研究』

３０－４，’８７．１１）が参考になる。この論文によれぼ，１９世紀末に端を発する電球

カルテルが１９２０年代に世界的広がりを持つとともに，対象領域も重電機　般に

拡大され，３０年代の大不況期の価格下落の危険に対して重要な役割を果たすと

ともに（１９３６年『国際電機連合機構』），第二次世界大戦後も１９７０年代まて存続か

確認されている，とのことである。逆にみて，その解散が確認されていないの

であれば，玩在もなお存続の可能性があるものとしてこの業界を見るべきであ

ろう 。しかし残念ながら，この論文では戦後のその具体的な活動状況について

は紹介されていない 。

　重電業界のカルテルについてはレー二１／が『帝国主義論』のなかで指摘した

ことであるが，地域割り ，技術交換協定といったことがらについての実証的な

研究が必要であると思われる 。

　第三節　家電分野の研究

　表１から分かるように，この分野についてはかなりの文献が発表されている 。

しかし，その内容はヵラーＴＶとＶＴＲに著しく集中しており ，それに電卓を

扱っ たものもかなり見られる。家電業界全体を扱った文献でも ，各製品分野別

の技術 ・新製品の動向と ，各企業のそれへの対応という叙述の様式がほとんど

である。家電製品にはこの他に照明器 目や，いわゆる白物といわれる冷蔵庫 ，

洗濯機，エア コソ等の電動機応用製品が存在し，売上高の中でもかなりの比重

を占めているにもかかわらず，これらの製品についての研究はほとんど存在し

ない 。

　家電部門全般を視野において書かれた論文としては，文献Ｎｏ． １１４）「転機を

迎える世界の家電産業」（『調査［三菱銀１』４０５，’８９．３）をあげることができるが ，
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この論文においても ，いわゆる白物については，イ）輸送 コストの問題，口）

各国の生活習慣の違いからくる製品の仕様変更の必要性，という２つの理由か

ら， 世界の各地にそれぞれ地元有力企業が存在し，市場を分げ合っていること

が指摘されているだけである。この論文の主要なテーマは，先に述べたように ，

ヵラーＴＶとＶＴＲをめぐる欧米市場における各国 メーヵ一（とりわけ日本企

業）のシ ヱアの推移と地元メーカーの対応である 。

　文献Ｎｏ． １１０）山内一三『日経産業 シリーズ ・家電』（
’８５ ．１Ｏ，日本経済新聞杜）

は， 日本の家電産業の世界市場での地位を詳しく分析しているが，その分析手

法は上の文献とほぽ同じである。この中では，世界の主要家電企業の家電部門

の売上高と各企業の家電製品分野か表示されていて大変有益てあるか，主要な

テーマは日本製ＶＴＲの世界市場の席巻である 。

　いわゆる白物は技術的には重電機器技術の応用製品である。白物市場が各国

の地元企業によっ て掌握されている状況は重電分野と良く似ており ，その事情

については，上のような説明と合わせて，重電分野でささやかれている世界市

場カルテルとの関連も疑ってかかる必要はないだろうか 。

　家電分野についても ，研究上の空白にな っている部分の世界市場分割の実態

把握か必要てあろう 。

　第四節　個別企業の研究

　電機産業研究のもう一つのアプ ローチとして個別企業ごとの研究がある 。こ

の場合の　般的な叙述のスタイルは，その企業の技術開発の歴史と今後の展望 ，

経営理念や杜風 ・製品の特徴つけ，事業内容の変遷，生産体制の変遷，管理組

織の変遷等である。もちろんこの中で主力製品についてのシ ェアについても触

れられることもある。しかし，概していえば，独占間競争の企業間の対抗関係

については正面切って取り上げられることは少ない。とい っても ，個別製品に

ついては相手企業製品との対抗関係か説明されるか，その場合にも企業全体と

しての対抗関係は必ずしも明確ではない。半導体産業や コンピ ューター産業の

一部に見られる専業企業を対象とした研究においては，この弱点は目立たない
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が， 日立，東芝といった総合型企業に関する研究においてはこの点は問題であ

ろうと思われる。例えは，日立，東芝といえは，我々の意識の上ては重電 メー

カーというイメージが濃厚であるが，しかし現在の実態としては，両杜の主要

な競争上の標的はＩＢＭてあり ，重電分野て対抗関係にあるＧＥはもはや最重

要な競争相手ではないであろう 。

　現在，企業間の対抗関係を明瞭に説明した出版物はきわめて少ない。文献

Ｎｏ．１７０）松井幹雄『エレクトロニクス』（
’８７ ．１，日本経済新聞杜）は，ＧＥ，ＷＨ ，

フィリッ プス，シーメンス ，英ＧＥＣ，トムソ１■ ，ＩＢＭ，デ ィジタル ・イクイ

ップメント ，ユニシス ，アッ プル ・コンピ ューター ニックスドルフ ・コンピ

ューター
ＴＩ
，モトローラ ，イ１／テル ，ＬＳＩロ ジック

，　
ヒューレット ・バッ

カード，エレクトロ ・ラ ックスというエレクトロニクス関係企業を取り上げて ，

各杜の概況を説明している。この書物の特徴は，このような関連企業を一気掲

載したことにより ，読者の側で各杜の対抗関係を比較的読みとり易いというこ

とである。ただし，各企業についての説明の手法は上に述へたような　般的手

法にとどまっ ている 。

　この書物の長所は，できるだけ多く外国企業を紹介したことであり ，日本の

大手企業が収録されていないという批判は的外れであろうが，コソピ ュー

ター・ 半導体分野て玩在華々しく競争を展開している専業企業か将来的にとの

ような経緯をたどるかについては，今のところ見通しは立てにくい。上の中西

論文て指摘されていた大手総合型企業への垂直的統合というコースも有り得る

ことであろう 。長期的にみて世界の電機産業における主要な競争者はいったい

誰なのであろうか。このように考えた場合，大手総合型企業が，たとえ現在の

競争の主要な戦線で遅れをとっ ているとしても ，世界市場分割闘争の主役とし

て注目されるへきてあると考える。とい っても ，大手企業といえともトイソの

ＡＥＧのように没落もあり得ることはいうまでもない 。

（８３３）
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第三章　残された課題

　前章まてて，各製品分野ことの研究の概況を紹介した。全体的な特徴として

は， 以下のように整理できるであろう 。

０　研究対象とされてきた製品分野がきわめて片寄っていて，半導体や コンピ

　ューター等の急成長分野ないし貿易摩擦で注目を浴びる分野が最も頻繁に研

　究対象とされる反面，急速な市場 ！ヱ アの変動のない重電，白物家電とい っ

　た分野についてはほとんど言及されないまま残されている 。

　　企業研究についても ，今後競争の中心となるであろう新技術，新製品，新

　分野についての各企業の対応策という形でとりあげられることが多く ，各企

　業の動向をよく観察できるのてあるか，反面，企業間の対抗関係については

　全体像が把握しにくい状況にある 。

　　例えば，半導体，コンピ ューター分野のように，現在競争の直接的にない

　手とな っている企業の動向は，当然把握されなげれぱならないが，競争の一

　定の到達段階で再編か予想される場合には，潜在的参入者の動向にも目配り

　が必要である。例えぱ，松下電器はこの分野では後発グル ープと見られてい

　るが，玩在，同杜は１兆円を超える余剰資金を保持しており ，時期到来の暁

　にはＭ＆Ａにより一気にこの分野ての最大手企業に跳躍する潜在力を持 っ

　ている。このような状況は，大手総合型企業には共通にみられる特徴である

　（日立，東芝も同じく１兆円を超す余剰資金を保持している。他方，日本電気ではそ

　の額は３千億円程度である）。

＠　このように，長期的かつ全体的にみた場合，世界の電気産業における競争

　の主人公は，現在その営業品目にそれぞれすれ違いか見られようとも ，全体

　として大きな規模を保持している企業と考えられるであろう 。このことは ，

　もちろんそのメソバーの入れ替わりを排除するものではない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３４）



　　　　　　　　電機産業における競争形態の研究（その１）（田中）　　　　　　　１７

　以上が前章まての検討結果の概略である。独占企業間の競争については，一

方では，新製品分野にみられるように，世間をはばかることのない猛烈な競争

が展開されるとともに，もう一方では，カルテルの影がつきまとう 。筆者は ，

この対立と協調という独占間競争の実態を，全体像として的確に把握する事か

ぜひとも必要と考える。そのためには，以下のような作業が必要と考えられる

が， その実態分析は次回に紹介する 。

１）

２）

３）

４）

５）

各国主要電機独占企業の売上高の変化

各国主要電機独占企業の事業部門構成の変化

各国主要電機独占企業の販売市場の変化

各国主要電機独占企業の研究開発投資の動向

各国主要電機独占企業の設備投資の動向
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○半導体製造装置関係

８１）垂井康夫監修，日本半導体製造装置協会編『「半導体立国」日本』（
’９１ ．１１，日

　　刊工業新聞杜）

８２）「半導体製造装置業界」（『大和投資資料』６６４，’９０．１０）

８３）柴田紘一郎「わが国半導体製造装置産業の需要回復の視点と今後の課題」（『機

　　械経済研究』１９，’８９ ．８）

８４）寺西義文ｒ半導体不況を乗り越えたＩＣ産業と半導体製造装固業界」（『公庫月

　　報［中企１』３６－２ ，’８９ ．２）

８５）「新局面迎える半導体製造装置業界」（『調査［三菱銀１』４０２，’８８．１１）

８６）「半導体製造装置」（『投資［勧業角丸１』２６１ ，’８７ ．１０）

８７）「生き残りを模索するＩＣ製造装置業界」（ｒ投資月報［日輿１』３８－７ ，’８７ ．７）

○電線関係

８８）　「電線」（ｒ投資［勧業角丸Ｈ２５８，’８７ ．７）

８９）宇津木恒雄，堀田しのぶ「電線」（ｒ投資１勧業角丸１』２９０，’９０ ．３）

○原子力関係

９０）ルドルフ ，リドレー 岩城淳子他訳『アメリカ原子力産業の展開』（
’９１ ．７，御

　　茶の水書房）

（８３９）



２２ 立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

９１）武井満男ｒ原子力産業の形成と企業体制」（『杜会科学論集［名古屋経大１』４０

　／４１
，　 ’８６ ．７）

○重電機関係

９２）ｒ新たな競合段階を迎える世界の重電産業」（『調査［三菱銀１』４１８，’９０ ．３）

○各種家電製晶関係

９３）大阪市立大学経済研究所，巽信晴 ・濱田博男編　『先端技術と産業体制』

　　（ ’８５ ．１０，東京大学出版会）（ＶＴＲ）

９４）伊丹敬之『日本のＶＴＲ産業　　なぜ世界を制覇できたのか』（ ’８６６，ＮＴＴ

　　出版）

９５）本岡昭良「シンガポールにおける電卓産業」（『杜会科学研究年報［龍大１』２１ ，

　　
’９１ ．４）

９６）三品広美ｒ日本における電卓の歴史（２）」（『杜会科学研究年報１龍大１』２１
，

　　
’９１ ．４）

９７）福井泰子「洗濯機にみる欧州家電産業の相互供給の現状と西ドイツの位置」

　　（『機械径済研究』２１ ，’９１ ．１）

９８）山田誠治ｒアメリカ　カラーテレヒ 産業の展開とＲＣＡ（上）　　 アメリカェ

　　 レクトロニクス企業の研究（３）」（経済論集１北海学園１３８－１ ，’９０ ．８）

９９）ヂ　大栄「日 ・韓テレビ産業におけるセット ・メーカーと部品供給メーカーと

　　の取引関係」（ｒ六甲台論集』３７－２ ，’９０ ．８）

１００）大西謙ほか「台湾の電卓産業」（『杜会科学研究年報［竜大１』２０，’９０ ．４）

１０１）本岡昭良「日本における電卓産業の国際化と電卓商品の標準化志向」（『竜大経

　　済経営論集』２９－２ ，’８９ ．１２）

１０２）山田誠治「電卓製造の発展と日米摩擦　　アメリカエレクトロニクス企業の研

　　究（２）」（『経済論集［北海学園１』３７－２ ，’８９．１２）

１０３）慶文士ほか２氏「極東のテレビ産業」（ｒ六甲台論集』３６－３ ，’８９ ．１０）

１０４）本岡昭良「日本の電卓産業の国際化と電卓商品の国際流通摩擦」（『流通研究』

　　１１ ，’８９ ．６）

１０５）ｒＡＶ（音響 ・映像）機器」（ｒ投資［勧業角丸１』２７１ ，’８８ ．８）

１０６）西田　稔ｒべ一タ敗北の陰で進むＶＴＲ危機」（『エコノミスト』６６－７ ，

　　
’８８ ．２）

１０７）本岡昭良他「電卓業界における寡占３杜の企業行動」（『竜大経済経営論集Ｊ２６

　　－４ ，’８７ ．４）

１０８）西野義彦「住宅用太陽光発電の経済評価」（『電力経済研究』２２，’８７ ．１）

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４０）



　　　　　　　電機産業における競争形態の研究（その１）（田中）　　　　　　　 ２３

０家電産業関係

１０９）小泉秀夫『家電業界』（
’９０ ．３，教育杜）

１１０）山内一三『日経産業シリーズ ・家電』（
’８５ ．１０，日本経済新聞杜）

１１１）山名一郎『よくわかる家電業界』（
’９１ ．４，日本実業出版杜）

１１２）青山芳之『産業の昭和杜会史＠　家電』（ ’９１ ．１０，日本経済評論杜）

１１３）内山幹雄「新飛躍期を迎えるわが国の家電業界（１）」」（『証券月報［山一１』５１２ ，

　　
’９１ ．４）

１１４）ｒ転機を迎える世界の家電産業」（『調査［三菱銀１』４０５，’８９ ．３）

１１５）吉田俊六「わが国における家電製品の将来需要」（『総合研究［野村総研１』

　　１９８６，’８７ ．２）

１１６）井口　猛「日本家電産業の競争戦略」（『商工金融』３６－１２
，’８６１２）

○電機機械 ・電機産業関係

１１７）野村総合研究所『２０００年への技術戦略』（
’９０ ．１１，野村総合研究所）

　　　　（エレクトロニクス，交通技術，液晶デ ィスプレー 電池）

１１８）尾河洋一『日経産業シリーズ ・０Ａ機器』（
’８６ ．６，日本経済新聞杜）

１１９）　
日興リサーチセソター『日本企業「海外進出地図」の読み方』（

’９０ ．８，日興リ

　　サ ーチセソター）

　　　　（家電，産業用エレクトロニクス，精密機械，一般機械）

１２０）　

ノカノター　カー■，内藤英憲　三宅忠和　本多光雄監訳ｒハイテク　ヘノチ

　　 ャーの輸出戦略』（
’９０ ．８，日本経済評論杜）

　　　　（工作機械，産業用 ロポ ット ，エレクトロニクス 産業）

１２１）横田澄司『有力企業にみる戦略的企業活動』（
’９０ ．４，同文館）

　　　　（電機業界）
１２２）　日本経済新聞杜編『新産業論』（

’８７ ．５，日本経済新聞杜）

　　　　　（半導体，半導体製造装置，電子部品，コソピ ュータｒ　ＯＡ機器・オー デ

　　　　　 ィオ，ロ ボット ，重電機，ＦＡ，ソフト ，光通信）

１２３）出水宏一『現代 ヨーロッバ産業論』（
’８６ ．６，東洋経済新報杜）

　　　　　（電気 ・電子機械工業）

１２４）並河克彦『ＥＣ産業報告』（
’９１ ．６，中央公論杜）

　　　　　（産業 ：産業用電子機器，民生用電子機器 ・家電，半導体 ・電子部品，重電 ，

　　　　　企業 ：フィリッ プス，シーメソス ，ＧＥＣ，トムソソ，アルカテル ．アル

　　　　　 ストム ，アセア ・ブラウソ ・ボベリ ，エリクソソ，エレクトロラ
ックス）

１２５）　ジ
ヨソ ・ザイスマソ，ローラ ・タイソソ 編著，國則守生，花田輝雄，松村

　　正俊，越智久男，大岡哲訳『日米産業競争の潮流　　経済摩擦の政治経済学』

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４１）



２４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

　　（ ’９０８，理工図書）

　　　　　（テレビ，半導体）

１２６）江夏健一編，多国籍企業研究会著『国際経済紛争と多国籍企業』（ ’８７５，晃洋

　　書房）

　　　　　（ヵラーＴＶ，半導体）

１２７）竹田志郎『日本企業の国際マーケ ッティソグ』（
’８０ ．１１，同文館）

　　　　　（日本電機産業多国籍企業４杜の企業内国際取引）

１２８）宍戸寿雄，山田充彦『新 ・日本企業 ・イソ ＵＳＡ』（ ’８８ ．４，東洋経済新報杜）

　　　　　（カラーＴＶ，コ：■ヒューター 半導体，工作機械，ロ ホソト）

１２９）松井和夫，奥村賠一『米国の企業買収 ・合併』（ ’８７ ．３，東洋経済新報杜）

　　　　　（コンピ ューター 情報通信事業）

１３０）谷浦孝雄編『アジアの工業化と直接投資』（ ’８９ ．７，アジア経済研究所）

　　　　　（電機，電子産業）

１３１）安保哲夫『日本企業のアメリカ現地生産』（ ’８８ ．３，東洋経済新報杜）

　　　　（家電，半導体）

１３２）佐々木隆雄，絵所秀紀編『日本電子産業の海外進出』（ ’８７ ．３，法制大学出版

　　局）

　　　　（電子産業，カラーＴＶ）

１３３）宮川泰夫「国際工業配置論（上）』（ ’８８６，大明堂）

　　　　（電機産業，電子工業）

１３４）大岡　豊「主要な電機機械メーカー における財務分析に関する一考察」（『千里

　　山商学』３４ ，’９１ ．９）

１３５）一寸木俊昭「戦前の日本の電機産業の企業経営」（『経営志林』２８－１ ，’９１ ．６）

１３６）藤田和夫「電機産業における構造変化と９０年代戦略」（ｒ経済』３２２，’９１ ．１）

１３７）小宮　　「欧州先端技術産業」（『大和投資資料』６６６，’９１１）

　　　　（エレクトロニクス，ヨーロッパ電機企業）

１３８）松崎　義「電機 ・電子 メーカーの海外進出」（『杜会科学研究［東大１』４２－２
，

　　
’９０．１０）

１３９）根岸一夫ｒ電機計測機」（『投資［勧業角丸１』２９４ ，’９０ ．７）

１４０）赤熊一英ｒ我か国電機企業の外資提携戦略」（『専修杜会科学論集』６ ，’９０３）

１４１）関　満博「マイクロェレクトロニクス化と東京圏電機関連中小企業」（『Ｅｃｏ －

　　 ｎｏｍ１ｃ　Ｆｒｏｎｔ１ｅｒ』２８，’９０３）

１４２）辞　文肇「戦後日本電機企業の海外進出」（ｒ経済論叢［京大１』１４２－２／３
，

　　
’８９ ．７）

１４３）玉木　誠，赤木徹哉「電子 ・電機産業短期予測モデル作成の試み」（『輿銀調

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４２）



　　　　　　　電機産業における競争形態の研究（その１）（田中）　　　　　　　２５

　　査』２３８，’８８ ．８）

１４４）長谷川浩一「電子 ・電機産業の中期展望」（『輿銀調査』２３７，’８８ ．６）

１４５）杉山裕ほかｒ電機産業の需要動向と今後の展望＜特集＞」（『鉄鋼界』３８－６ ，

　　
’８８ ．６）

１４６）須藤英隆「新たな発展段階を迎えるアセア：■電機　電子産業」（『公庫月報［中

　　企１』３５－５ ，’８８ ．５）

１４７）「新たな成長段階迎えるオフィス ・オートメーション機器業界」（『調査［三菱

　　銀１』３９５，’８８ ．４）

１４８）米倉　穣「中堅 ・中小電機企業の海外進出」（『世界経済評論』３２－４ ，’８８ ．３）

１４９）「電機大手」（『投資［勧業角丸１』２６５，’８８２）

１５０）石井昌司「わが国電子 ・電機産業のアジアにおける国際分業の展開」（『海外投

　　資研究所報』１４－２ ，’８８ ．２）

１５１）桜井　昭ｒ転機に立つ我が国の電機機械産業」（『総合研究［日本リサーチ総

　　研１』７ ，’８８ ．１）

１５２）庄嶋由美子「事務機械産業の展望」（『調査月報［長銀Ｈ２４５，’８７ ．１２）

１５３）「（総合電機）国際化の現状と課題」（『投資月報［日輿１』３８－１２，’８７ ．１２）

１５４）吉田正樹「アメリカおよびドイツ電機産業におけるカルテル形成とその国際化

　　について」（『三田商学研究』３０・一４ ，’８７ ．１１）

１５５）箱田昌平「電気機械産業における多角化と研究開発の決定 メカニ ズム」（『世界

　　経済研究年報』７ ，’８６ ．９）

１５６）箱田昌平「電気機械産業における企業の研究開発戦略と多角化行動」（『商経学

　　叢』３３－１ ，’８６ ．８）

１５７）杉山　裕「エレクトロニクス産業と日 ・米の総合電機メーカー」（『財界観測』

　　５１－８
，　 ’８６ ．７）

○機械工業関係

１５８）佐藤公久『産業機械業界』（
’９０ ．８，教育杜）

１５９）窪川耕治『メカトロニクス業界』（
’９０ ．４，教育杜）

１６０）吉田三千雄『戦後日本工作機械工業の構造分析』（
’８６ ．６，未来杜）

１６１）石井威望『日経産業シリーズ ・メカトロニクス』（
’８６ ．３，日本経済新聞杜）

１６２）村上　弘「産業用 ロポ ットの現状と今後の展望」（『経済情報［太陽三井

　　銀１』１３，’９１ ．４）

１６３）鵜飼信一「産業用 ロボ ット産業の生成と展開に関する一考察」（『早稲田商学』

　　３２７／３２８，’８８ ．６）

１６４）森谷和生「工作機械工業の課題と展望」（『調査［開銀１』１１９，’８８ ．５）

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４３）



２６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

１６５）松下隆史ｒ工作機械業界の近況」（『経済月報［住友銀１』３６７，’８８ ．２）

１６６）森野勝好「第二次大戦後のイギリスエ作機械産業の衰退（１ ・２）」（『立命館経

　　営学』２６－４ ・５ ，’８７ ．１１ ・’８８ ．２）

１６７）　「転換期を迎えるわが国工１／ジニアリング業界」（『調査［三菱銀１』３９２
，

　　
’８８ ．１）

１６８）福沢自告一ｒトリプルパソチの日本工作機械産業」（『経済』２８１ ，’８７ ．８）

１６９）「産業用 ロボ ット業界の最近の動向」（『調査［三菱銀１』３７６，’８６ ．８）

○個別企業関係

１７０）松井幹雄『エレクトロニクス』（ ’８７ ．１，日本経済新聞杜）

　　　　（ＧＥ，ＷＨ，ＰＨＩ，シーメンス ，英ＧＥＣ，トムソソ ，ＩＢＭ，デ ィジタル ・

　　　　　イクイ ップメノト ，ユニシス ，ア ップル ・コ１／ピ ューター ニックスドル

　　　　　 フ・ コソピ ューター ＴＩ
，モトローラ ，　インテル，ＬＳＩロ ジッ ク，　ヒ

　　　　　 ューレット ・バッ カード，エレクトロ ・ラ ックス）

１７１）村山徳五郎編『企業競争力の秘密』（ ’８７ ．１，中央経済杜）

　　　　（富士通 ：ＩＢＭ，松下電器 ：Ｇ　Ｅ ，三菱重工 ：ウヱスチソグハウス，日本電

　　　　　気 ：モトローラ）

１７２）朝日新聞経済部『アジアの１００杜』（ ’９０ ．７，朝日新聞杜）

　　　　（韓国，台湾，香港，シソガポール，タイ ，マレーシア，フィリピン，イソ

　　　　　ドネシア，イソドの企業）

１７３）　日刊工業新聞杜『企業大研究』（ ’８７ ．９，日刊工業新聞杜）

　　　　（日立，三菱重工，松下電器，日本電気，富士通）

１７４）上野　明『アメリカの大企業』（ ’８８ ．４，中央公論杜）

　　　　（ＩＢＭ，ＧＥ，ヒューレット ・パッ カード
，）

１７５）野村総合研究所『日本企業の世界戦略』（
’８１ ．１１，野村総合研究所）

　　　　（産業 ：半導体 ・コンピ ューター 家電，メカトロニクス）

　　　　（企業 ：日本電気，富士通，松下電器，ソニー）

１７６）佐藤公久『なぜ日立と松下が２１世紀のトッ プ１なのか』（
’８５ ．１２，日本実業出

　　版杜）

１７７）大西勝明，大橋英五『日立　東芝』（ ’９０１２，大月書店）

１７８）上野　明『優良企業の「日米経済摩擦」生き残り戦略』（ ’８６ ．６，時事通信杜）

　　　　（ＮＥＣ，富士通，松下電器，日立，ＧＥ，ＩＢＭ，ＡＴＴ）

１７９）野村総合研究所『日 ・米 ・韓企業の経営戦略』（ ’８７ ．２，野村総合研究所）

　　　　（ＮＥＣ＝ハネウェ ル， 松下電器＝金星杜）

１８０）脇　英世監修『ＩＢＭのネ ットワーク戦略』（
’８７ ．８
，オーム 杜）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４４）
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電機産業における競争形態の研究（その１）（田中） ２７

　坂本和一『ＩＢＭ　　事業展開と組織改革』（ ’８５１１，ミ不ルヴ ァ書房）

　宮本倫好『日本ＩＢＭ　企業文化戦略』（
’８６ ．２，ＴＢＳブリタニカ）

　デ ッビド ・マー サー 青木栄一訳『ＩＢＭ マネージメソト』（
’８８ ．６
，ダイヤモ

ンド杜）

　北　正満『ＩＢＭの挑戦』（
’７８ ．８，共立出版）

　末政芳信ｒ資本利益率分析によるＩＢＭ杜の地域別セグメント報告（１９７７年か

ら１９８９年まで）」（『商学論集［関大１』３６－１ ，’９１ ．７）

　高橋信一ｒＩＢＭ杜の コ■ヒューター 開発戦略」（『大阪市大論集』６０
，’９０９）

　鎌田正三ｒ１９６０～８７年間のＩＢＭ杜」（『帝京経済学研究』２３－１／２，’９０ ．７）

　高橋信一ｒＩＢＭ杜の研究開発と軍事プ ロジ ヱクト」（『経営研究［大阪市大１』

４０－３ ，’８９ ．１０）

　岩淵明男『超エクセレソトカソパ ニー・ ＤＥＣ』（
’８５ ．１，ＴＢＳブリタニカ）

　坂本和一『ＧＥの組織改革』（
’８９ ．４，法律文化杜）

　丸山恵也，井上昭一編『アメリカ企業の史的展開』（
’９０ ．５，ミネルヴ ァ書房）

　　（ＧＥ）

　上田健作ｒ総合電機 メーカーＧＥの企業行動」（経済論叢［京大１１４４－３／４ ，

’９０ ．１０）

　山ロー臣「ウェ スタン ・エレクトリック杜の成立」（『経済研究［成城大１』１０６ ，
’８９ ．１１）

　佐藤　孝『巨大企業集団ｒ三菱」の世界戦略』（
’９１ ．６，ＨＢＪ出版局）

　岩淵明男『三菱重工　急浮上戦略』（
’８６ ．２，ＴＢＳブリタニカ）

　山本行雄『三菱重工業の生産革新』（
’８７ ．１２，日刊工業新聞杜）

　清水欣一『日立 ・大変貌』（
’８９ ．１，ＴＢＳブリタニカ）

　中川靖造『東芝の半導体事業戦略』（ ’８９３，タイヤモ：■ト杜）

　下谷政弘「東芝 コンツエルンの成立と軍需」（『立命館経済学』３９－５ ，’９１ ．３）

　清水欣一『富士通』（
’９１ ．１１，ＴＢＳブリタニカ）

　山本武彦「なぜ富士通の米杜買収は破綻したか」（『エコノミスト』６５－１８ ，
’８７ ．４）

　ＪＳＭＳ ・目本電気研究会『ＮＥＣ　ｒスーバー２１」経営』（
’９１ ．３，ダイヤモソド

杜）

　榎本里司「日本電気の企業戦略と事業部制組織変革」（『証券経済』１５７ ，

’８６ ．１１）

　醇　文肇「松下電器産業の企業国際化のプ ロセス」（『経済論叢［京大１』１４４－

２，’９０ ．９）

（８４５）



２８ 立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

○その他（労組等）

２０５）中村真人「電機機械部品工場における労働組合の生成と発展」（『駒大経営研

　　究』２１－４ ，’９０ ．８）

（本稿は立命館大学人文科学研究所「個別研究助成」による研究成果の一部てある
。）

（８４６）


